


 

序 文 

 

 

 

日本国政府は、モーリシァス共和国政府からの技術協力の要請を受け、「モーリシァス

共和国沿岸資源・環境保全計画」を 1995 年 12 月から 2000 年 11 月まで 5 年間実施し、そ

の後本体プロジェクトの F/U として同年 12月から技術協力プロジェクト「沿岸資源・環境

保全計画 F/U」を開始しました。 

その協力開始後 2 年目にあたり、国際協力事業団(JICA)は、本計画の現状と進捗状況を

把握し、同国の関係者や派遣専門家に対してプロジェクトの運営に関する指導と助言を行

うため 2002 年 4 月 6 日から 4 月 15 日まで、海外漁業協力財団 技術顧問 松岡 玳良氏

を団長とする運営指導調査団を派遣しました。 

調査団は、モーリシァス政府関係者との協議およびプロジェクトサイトでの現地調査を

実施し、プロジェクトの運営や事業内容などを検討し、必要な指導を行いましたが、この

報告書はその結果を取りまとめたものです。 

今後、本報告書がプロジェクトの推進に役立つとともに、この技術協力事業が両国の友

好親善に一層寄与することを望みます。 

終わりにあたり、この調査にご協力とご支援を賜った関係の皆様に対し、心から感謝の

意を表します。 

 

 

 

2002 年 5 月 

 

                     国際協力事業団 

                          理 事 鈴木 信毅  
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1 運営指導調査団の派遣 

 1-1 調査団の目的 

 本調査の目的は、当初計画及び年次計画に基づいて、終了時評価以降のプロジェクトの

活動実績、カウンターパートへの技術移転状況、資機材等の利用・管理状況などについて

目標達成度を調査し、評価の５項目（目標達成度、効果、効率、妥当性、自立発展性）の

観点より評価を行うことである。 

 また、同評価に加え、協力終了後のプロジェクトの運営体制についても協議・確認を行

う。 

 

 1-2：調査団の構成 

・総括（2002 年 4 月 6 日～4月 15 日） 

  松岡 玳良 財団法人 海外漁業協力財団 技術顧問 

・評価管理（2002 年 4 月 6 日～4月 15 日） 

   三村 一郎 国際協力事業団 森林・自然環境協力部 水産環境協力課 

 

 1-3 調査日程 

   行程 調査内容 

1 4月6日 土 東京→シンガポール 移動 

2 4月7日 日 シンガポール→モーリシァ
ス 

移動、団内打ち合わせ、専門家との打ち
合わせ 

3 4月8日 月  水産省、経済企画省、AFRC表敬、専門家
との打ちあわせ 

4 4月9日 火  Ｃ／Ｐ及び専門家との個別インタビュー 
5 4月10日 水  Ｃ／Ｐ及び専門家との個別インタビュ

ー、AFRC にて協議 
6 4月11日 木  AFRC にて協議、ミニッツ案作成 
7 4月12日 金  ミニッツ署名 

8 4月13日 土  現場調査（バラショア内養殖調査等） 
9 4月14日 日 モーリシァス→ 現場調査、移動 

10 4月15日 月 →シンガポール→東京  

 

 1-4：主要面談者 

 モーリシァス側 

S.Fowder, Permanent Secretary, Ministry of Fisheries(MOF) 

A.K.Utchanah, Principal Assistant Secretary,MOF 

M.M.Munbodh, Chief Fisheries Officer,MOF 
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I.Jehamgeer, Principal Fisheries Officer,MOF 

S.Rathacharen, Ag.Divisional Scientific Officer 

A.Venkatasami, Divisional Scintific Officer,MOF 

R.Moothien Pillay, Project Officer,IOC 

C.N.Paupiah, Scientific Officer,MOF 

O.Venkatasami, Scientific Officer,MOF 

S.Khadum, Scientific Officer,MOF 

S.Ramsaha Scientific Officer,MOF 

 

 日本側 

沿岸資源・環境保全計画 F/U 専門家 

・岩本 浩（プロジェクト・リーダー/資源増殖） 

・播磨 秀一（業務調整） 

・寺島 裕晃（沿岸生態調査） 

個別専門家 

・横川 次寛（水産開発プランナー） 

 

 1-5：協力実施の経過 

 相手国の要請内容と背景 

 2000 年 6 月に派遣された「モーリシャス沿岸資源環境・保全計画」（1998.12.1～

2000.11.30）終了時評価調査の結果、本プロジェクト所期の目標達成には（「沿岸水産資源

の増養殖及び生態系・環境調査について、AFRC(Albion Fihsery Research Center)の関連

部署が有機的に機能し、研究能力が総合的に向上する」）、「健全で安定的な種苗生産」及び

「サンゴ礁保全調査」分野での更なる技術向上が不可欠であるとの提言を受け、2000 年 12

月から引き続き、「資源増養殖」及び「沿岸生態調査」分野で、3 名の長期専門家体制の下

（チームリーダー/資源増殖、業務調整、沿岸生態調査）、2年間のフォローアップ協力が開

始された。 

 フォローアップ開始後、「資源増養殖」部門では、ノコギリガザミ、ヘダイ両種ともにそ

の生産手法に大きな向上が見られ生産能力が高まってきており、「沿岸生態調査」部門では、

沿岸生態系調査関連技術に関して「モ」国水産省内外で評価を得るまでのレベルに達しつ

つある。 
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 1-6：プロジェクト目標と活動内容 

  プロジェクト目標 

 沿岸水産資源の増養殖及び生態系・環境調査について、AFRC の関連部署が有機的に機能

し、研究能力が総合的に向上する。 

  活動内容 

○（1）種苗生産手法を確立する（アミメノコギリガザミ、ヘダイ）。 

○（2）適正な放流手法を確立する。 

 （3）適正な親養成手法を確立する。 

 （4）沿岸環境モニタリングシステムを構築する。 

○（5）沿岸生態研究及びモニタリング技術の方法を確立する。 

  （注）：○はＦ/Ｕ活動内容 

 

2 プロジェクト全体評価 

2-1：投入実績 

（１）日本側投入 

 １）専門家派遣：チームリーダ/資源増殖、業務調整、沿岸生態調査の各分野において 3

名の長期専門家が派遣されている（下表参照）。また、必要に応じて２名の短期専門家が派

遣され、プロジェクト終了までに更に１名が派遣される予定である。（下表） 

-長期専門家一覧- 

専門家氏名 分野 派遣期間 
岩本 浩一 チームリーダー/資源増殖 1999.1.9-現在 
播磨 秀一 業務調整 1998.11.14-現在 
寺島 裕晃 沿岸生態調査 1998.5.16-現在 

-短期専門家一覧- 

専門家氏名 分野 派遣期間 
清水 智仁 アミメノコギリガザミ種苗生産 2001.11.3-2002.1.15 
内田 紘臣 サンゴ分類 2002.1.22-2002.2.19 
野島 哲（予定） サンゴ個性生態学 2002.7.22-2002.8.19 

 

 ２）研修員受入：本フォローアップ実施期間、２名のカウンターパートを研修員として

受け入れた。プロジェクト終了までに更に１名の受入を予定している（下表）。 

-カウンターパート研修一覧- 

研修員氏名 分野 研修期間 主な研修先 
S.RAMKISSON 海水養殖 2001.6.25-2001.11.3 神奈川国際水産研修セン

ター 
K.R.M.PILLAY サンゴ個体群生態学 2001.8.6-2001.9.22 九州大学天草臨海研究所 
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CODABACCUS 
BASSEER（予定） 

島嶼におけるハタ類増
殖資源管理 

2002.5-2002.8 （社）日本栽培漁業協会 

 

 ３）機材供与：フォローアップ実施中、日本側から、主に揚水ポンプ、フィッシングネ

ット、プランクトンネット等が供与された（機材詳細については、別添資料参照）。 

 

（２）モーリシァス側投入 

 １）運営費負担：本フェーズ（モーリシァス側負担額、1，020 万ルピー）に引き続き、

フォローアップ期間中も、300 万ルピー（約 1，250 万円）が AFRC 全研究予算（他プロジェ

クト分も含む）として計上されており、電話代、電気代、機材引き取りに係る諸経費等は

支障なく負担してきた。 

 ２）職員配置：沿岸生態調査分門の研究員１名が、MRI (Marine Research Institute)に

出向中ではあるが、引き続き本プロジェクト活動のために適切なカウンターパートが配置

された。 

 ３）施設：AFRC 内に本プロジェクト用執務室及び研究室が配置され、維持管理は適切に

行われている。 

 

2-2：活動実績 
（１）資源増養殖分野 
＊種苗生産 
＜目    標＞アミメノコギリガザミ、ヘダイの種苗生産技術を開発する 
＜活  動＞  
アミメノコギリガザミ： 
・幼生初期の減耗要因の特定と対策 
・真菌防除手法の改善 
・細菌性疾病防除試験手法の開発 
ヘダイ： 
・形態異常魚確認のための、骨格染色技術の改善 
・形態異常魚の防止対策開発 
 

＜成果の達成状況＞ 
アミメノコギリガザミ： 
2000-2001 

・F/U 初年度 1,081 尾の稚ガニ（C1）が生産された。 
・改良飼育２区で両区４水槽とも 1kl あたり 500 尾の稚ガニ（C1）が生産された。 
・改良飼育２区で両区４水槽とも Z5 での生残率 50％以上が達成された。 
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2001-2002 
・第一回次生産試験で、初年度同様の改良飼育区で３水槽とも Z5 での生残率 50％以上で
あった。 
・上記飼育区から 501 尾の稚カニを得た。 
 
ヘダイ： 
・更に簡易で低単価な骨染色技術を開発した 
・当初 60％程度あった異常発生率が 10%程度まで低減した 
 

＊放流調査 

＜目    標＞放流調査手法の習得 
＜活    動＞ 
ヘダイ： 

・標識試験 
・ラグーン内放流試験 
 
＜成果の達成状況＞ 
ヘダイ： 

・合計２回の大型魚（全長 10cm 以上）の放流試験（940 尾）を行った。 
・焼印標識以外の標識手法として、スパゲッティ型・ナイロン糸方式を導入した。 
・アルビオンラグーン内外での放流群の移動パターンが明らかになりつつある。 

 

（２）沿岸生態調査分野 
＊サンゴデータベースの充実およびサンゴ図鑑の作成 
＜目    標＞ モーリシァスに分布するサンゴの現状を把握するため、データベース、
サンゴ図鑑を作成する。 
＜活    動＞ 

・サンゴの標本採集および標本同定 
・サンゴ・データベース、サンゴ図鑑の作成 
 
＜成果の達成状況＞ 

・本格フェーズ終了時評価以降、2002 年 2月 20 日現在までに 31 回のサンプリングを行ない、
267 標本を収集した。今後さらに複数回のサンプリングを予定している。 
・現在、採集標本および撮影写真の整理・同定作業中である。2002 年 2月 20 日現在、サンプ
リング１から 31 までの同定を終了し、14科 45 属 154 種を記録した。1月 25日から 2月 17 日
まで約 3週間、短期専門家として活動していただいた内田紘臣博士にも同定種の確認をしてい
ただいた。しかし、採集した標本の中には同定が非常に難しい、あるいは未記載種である可能
性が高いものが複数含まれており、今後さらに詳細な分析が必要である。 
・データベース、サンゴ図鑑に使用する写真･説明文についても、前述の内田博士にアドバイ
スをお願いし、4月中に初校を完成、その後、内田博士や AFRC 海洋科学部長の査読を経て 9
月中に最終原稿を完成させ、10 月中に印刷が終了する予定である。 
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＊個体群生態学 
＜目    標＞ サンゴ礁管理を行なう上で重要なサンゴ個体群生態学についての理解を
深める。 
＜活    動＞ 
・ サンゴ産卵状況の把握 
・ 稚サンゴ着定状況の把握 
・ サンゴ白化状況の把握 
 

＜成果の達成状況＞ 
・ 2001 年 10 月下旬から Albion ラグーン内の枝サンゴの抱卵状況をモニターし、同ラグ
ーンの優占種であるミドリイシ類の産卵が 10 月 28 日に行われたことを確認した。C/P
は、エダサンゴの抱卵確認、産卵日確認手法に習熟した。 

・ 2000 年に設置した 244 枚の稚サンゴ定着板上で 1，250 の稚サンゴを計数した。現在、
稚サンゴの競合生物となる管棲ゴカイや海綿類の着生状況を整理･記録中。2001 年の
サンゴ産卵前に計 400 枚の稚サンゴ定着板を設置した。2月～3月中に回収して稚サン
ゴ着生状況を記録する予定。 

・ 2000-2001 年の夏期に観察した Albion と Grand River South East のサンゴ白化状況
の推移を約半年に渡ってモニタリングした。現在、データ整理中。 

 
＊報告書・論文の作成 
＜目    標＞ 科学論文の作成に習熟する。 
＜活    動＞ 
・ 本格フェーズの活動で蓄積されたデータ・資料をもとにした出版物・論文の作成。 

 
＜成果の達成状況＞ 
・本格フェーズ中に準備した魚類図鑑「Field guide to Coastal Fishes of Mauritius」が
出版され、関係機関に配布された。 
・本格フェーズ中に準備した生物統計学テキスト「Basic Biostatistics for Marine 
Biologist」が出版され、関係機関に配布された。 
・5/3-4 にモーリシァス大学で行なわれた Annual Meeting of Agriculture Scientists で Flic 
en Flac のサンゴ礁、生物生息状況について発表すると共に、紀要に掲載する論文を作成、
提出した。 
・2000 年 11 月に投稿した「Holothurian distribution in the lagoon at La Preneuse and 
Baie du Cap, Mauritius, Indian Ocean」が、海生研研報（Rep.Mar.Ecol.Res.Inst.）に受
理され、2001 年にレフェリーコメントに従って改訂した後、2001 年 6 月に発行された。 
・本格フェーズ中のサンゴ白化調査のデータを元に作成した論文「The extent and intensity 
of a mass bleaching event on the reefs of Mauritius, Indian Ocean」を 2001 年 11 月に
日本サンゴ礁学会誌 GALAXEA に投稿し 2002 年 2月に受理された。今後レフェリーコメントに
したがって改訂する予定。 
・本格フェーズ中の魚食魚胃内容物調査に関する報告書に基づいて作成した「Stomach 
contents analysis of some carnivorous fishes from various Barachois in Mauritius」
を 2001 年 12 月にモーリシァス大学紀要に投稿した。現在、論文審査中。 
・本格フェーズで行なった長期モニタリング結果を元に論文作成中。また、結果を元にプ
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レゼンテーション用の V/As を作成し、ステアリングコミッティおよび国内支援委員会、
前述の内田博士の来モ中に行なわれたセミナーで口頭発表された。 
 

2-3：評価結果 

 2-3-1：効率性 

・投入のタイミングの妥当性：一部機材について、現地調達ルートの開拓に時間を要した

ことにより機材供与が遅れ、活動の進捗に影響を与えた（本試みは、プロジェクトの持続

性維持の点から不可欠であると考えられる。また、ルート開拓後は、計画通り調達できて

いる）。その他の投入については、ほぼ計画通り行われた。 

 

・投入と成果の関係：機材の購送に係る税関手続き、免税措置及び水産省側の予算執行に

時間を要し活動の進捗に影響を与えた。その他の投入については、ほぼ計画通り行われた。 

 

 2-3-2：目標達成度 

・種苗生産手法の確立： 

ノコギリガザミ 

・容量５ｍ３以下の小型水槽を用いた種苗生産の基本的技術は習得された。また、餌生物の

栄養価・真菌制御手法等への理解力も高まり、これらを検討するための実験手法も移転さ

れた。 

ヘダイ 

・基本的な飼育技術はプロジェクトの本格フェーズでほぼ習得していたが、F/U では前湾症

防止対策を軸として種苗生産手法の改善が図られた。これらを通じて単位当たり生産性の

向上・生残率の向上が見られた。骨格観察のための手法が開発され、C/P によって全工程が

処理できるようになった。この手法は、他魚種を含み、生態学検討にも必要な手法であり、

今後応用範囲は広い。 

 

・適正な放流手法の確立：焼印標識手法は簡単であるが、焼印時の魚体へ負荷が大きく、

時として標識後の斃死を招き安いが、小型魚への適用も含み技術向上が見られ、処理後の

斃死はほとんど見られなくなった。焼印標識のみでは、より正確な成長・成熟過程等の追

跡は困難で、F/U で新たにスパゲティ型のタグを採用しその利用手法を開発した。更に、簡

易・低コストでエビ類にも活用可能なナイロン糸による標識の製作・装着手法も習得した。 

 

・沿岸生態系研究およびモニタリング手法・技術の確立：沿岸生態系調査関連の技術向上
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に関してはモ国水産省内外で高く評価されている。また、関係省庁が企画する沿岸環境の

現況調査・モニタリングでの実質的な作業は、現在、生態系調査ユニットを中核とする AFRC

に全て依存していると言っても過言ではない。このような現状から見て AFRC の関連部署が

有機的に機能していることは自明であり、本成果がプロジェクト目標につながった度合い

は、非常に高いと考えられる。 

 

 2-3-3：インパクト 

・直接的効果：近年、モ国の沿岸開発が加速度的に増加する中、国民の沿岸資源・環境保

全に関する関心も強くなってきている。沿岸生態系保全を目的とする様々な現況調査、モ

ニタリングが、モ国環境省を始めとする内外関係省庁で開始または企画されており、プロ

ジェクト実施によって、これらの調査能力を高めた AFRC の生態調査部門への依存度・期

待度が非常に高くなった。資源増殖分野では、民間によるヘダイの海面生簀養殖計画（年

間最大 1，000 トンを生産する計画）がすでに政府の許可を得て具体化しつつあり、それ

と同規模の計画も別の業者から出ており、これらプロジェクト F/S の検証過程において、

これまでプロジェクト活動を通じて得られた技術・知識情報が広く生かされている。今後

は、漁場保全の観点からこれら業者へのより質の高い指導体制が必要になるであろう。 

 

・間接的効果：魚類図鑑や各種出版物の製作・配布やヘダイ放流事業の広範なメディア報

道などにより、沿岸環境生態系保護の啓蒙・普及が行えた。本格フェーズで完成させた魚

類図鑑や生物統計学テキストは、AFRC 内だけでなくモ国内外の調査・研究者の間でも広く

利用されており、F/U 終了までに出版予定のサンゴ図鑑を含めたこれら出版物は、沿岸資

源の利用、沿岸環境の保全を継続的に行なう際の有効な参考図書となるものであると同時

に日本の技術協力のプレゼンスを一般に広く広報する最適な材料となった。 

 資源増殖部門で対象魚種としたノコギリガザミの種苗生産技術・良質な魚類種苗生産技

術あるいは放流技術はインド洋アフリカ沿岸国では未開発のものであり、これらの技術が

確立されれば、今後モーリシャスがこれらの分野で国際的に指導的役割に立つこととなり、

国際的評価が高まる事が期待される。 

 

 2-3-4：妥当性 

・上位目標の妥当性： 

 ・モーリシァスの水産開発政策は、「環境保全・資源保全を図りながら水産振興をは

かる」ことであり、本プロジェクトの上位目標は現在でも妥当である。 

 ・環境産業の著しい発展により、沿岸魚介類の需要は急激な増加がみられており、増
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養殖分野の発展は期待されている。 

 ・沿岸環境保全は沿岸漁場環境の保全と同時に沿岸観光産業の発展維持のために重要

である。 

 

・プロジェクト目標の妥当性：水産生物はモーリシャス国民の重要なタンパク源であり、

かつ、著しい観光産業の発展により沿岸魚介類の急激な需要の増加がみられる。また、

沿岸域の環境・生態の持続的な保全と同時に沿岸観光産業の開発・発展との共生のため

にもきわめて重要である。そのためにもモーリシャス国唯一の水産環境研究機能を備え

た AFRC の機能向上は不可欠であり、本プロジェクト目標は妥当である。 

 

・計画設定の妥当性：成果及び投入として、資源増養殖、生態調査と上位目標達成に必

要不可欠な分野が含まれており、上位目標、プロジェクト目標達成との相互関連性は妥

当である。 

 

 2-3-5：自立発展性 

・制度的側面：アルビオン研究所は、モ国における海洋環境調査を所掌する監督機関であ

る。特に近年、沿岸環境生態調査の重要性が増しており水産開発 10 年計画に基づきより

最適な運営管理体制への移行を図っているところであるが、全体的な予算の制限などで人

的な拡充が容易ではない状況は依然変わっていない。小国であることの利点をいかして、

環境省など他関連の機関とも、より一層連携を深めることで AFRC 内に留まらず、移転技

術の伝播を促進し国家レベルで持続的かつ重複のない効率的な調査体制が一層整備され

るよう制度面の見直しが将来的に必要となろう。カウンターパートの定着率は高いが、

FA(Field Assistance)は臨時職であり異動がたびたび行われている。各種調査においては、

FA の知識･技術の向上も不可欠であることから FA の継続雇用とその重要性の再認識が望

まれる。 

 

・財政的側面：必要最低限な財源は確保されており、金額的な面では自立発展性は十分に

期待できるレベルに有る。ただし、予算執行、調達事務には時間を要することが少なくな

く、迅速な処理手続きができる体制を構築する事が望まれる。 

 

・技術的側面：現在、アルビオン研究所の機材の保守管理体制は充分とはいえないが保守

メンテナンス契約を予算処置するなどの努力はしている。一方、適当なサービス事業者

が任国内に存在しない等の環境的制約もあり今後に体制構築の課題を残している。 
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3 提言 

＊資源増養殖分野： 

 ・ヘダイについては、プロジェクト終了までに後１回のトライアルが行える可能性が残

されており、また、アミメノコギリガザミでは、現在抱卵親カニをかなり有しており、こ

れらがふ化すれば、更に追加試験結果が得られる可能性がある。 

 ・ヘダイ生産は数量的にもほぼ当初の目標値を達成し、形態異常魚の発生率も大幅に低

減されており、成果が認められている。また、C/Pレベルでも、親魚確保から採卵、種苗生

産、餌料培養等の一連の技術を習得し、仕事柄不可欠な休日出勤も輪番制で実施されてお

り、生物の飼育とはいえ、とかく困難な国が多い中で、これが実施されていることは高く

評価できる。この分野については早晩同国独自で、種苗の量産化が図れるものと思われる。 

 ・本邦でも種苗の量産化が困難であり、諸外国でも未だに成功していないアミメノコギ

リガザミについては、F/U期間中、２年間とも種苗の生産には成功し、初期生産は目処が立

ったようではあるが、ゾエア期後期の飼育には未だ問題が残されており、量産化にはもう

少し時間を要すると思われる。 

 

＊沿岸生態分野： 

 ・サンゴ虫類の同定・分類、データーベースの作成等が精力的になされており、１５０

種以上の入力がなされ、終了時までにはガイドブックの発刊がなされる等、予定通りの進

捗状況であり、一部のC/Pのレベルの知識及び技術も著しく向上していることから高く評価

できる。このガイドブックは、先に発刊された魚類の部と共にインド洋珊瑚礁海域では恐

らく初めての刊行物となり、世界的にも注目され高く評価されるものと確信する。これが

契機ととなり、今後他の動物及び海藻類等についての仕事がなされれば、同国の学術的地

位の向上、海洋国としての認識が更に高まることは必至で、今後の活動が期待される。 

 

＊両部門（資源増養殖分野、沿岸生態分野）とも同国の年報は無論のこと一部は国際的な

学術雑誌にも投稿されている。これらの結果は最終時点で「業績集」として一覧表化する

等して明記することがプロジェクト終了までの期間に求められる。 

 

＊当プロジェクトで今までに実施した各活動項目についてはAFRCの所長及び副所長格の

方々が、当プロジェクト終了後も引き続き実施することを明言し、持続的発展性の面から

も今後の活動に期待ができる。 
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＊養殖分野の成果の受け皿は、同国でも徐々にではあるが育ちつつあり、バラショアとい

う古来からの粗放的養殖の基盤がある当国では近い将来量産された種苗がこれらを始めと

した民間業者に配布され、同国の養殖産業の発展に寄与するものと思われる。 

 

＊本体プロジェクト期間内で実施していた海洋環境分野について、今回併せて協力終了後

の同分野活動調査を実施したところ、協力時に実施していたモニタリングポイントに加え、

更に6箇所を定点として増加させＣ／Ｐ独自で供与機材をフルに活用していることが確認

された。 

 

＊個別派遣専門家の時代から実施していたウシエビの種苗生産は、若干の餌料生物培養技

術等の指導は行ったようであるが、現在では既にC/Pレベルで完全に親エビ確保から採卵、

種苗生産まで実施しており、今年度も約２０万尾の生産ができており、アフリカでは１～

２を競う技術となっている。同国における各種の調査・技術開発・研究協力はほぼ開花し

たといってよく、本プロジェクトは成功事例と思われる。 

 

＊増養殖分野では、餌料生物の安定培養、変形魚発生率の数％台への低減、アミメノコギ

リガザミゾエア期４期以降の歩減り防止対策、沿岸生態分野では新たな地球環境の変化に

伴うと思われる、サンゴの白化現象の正確な把握やこれの防止対策、C/Pの国際学会等での

活躍、学位等の取得等が今後、プロジェクト成果を踏まえ検討を行う必要があると思料さ

れた。また、より一層プロジェクト活動成果を積極的に外部に対して伝える（一般者への

環境教育、企業化を目指す養殖業者等への技術指導、等）ことが、国内外から求められて

いる。 
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